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令和２年度富里市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条 令和２年度富里市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

 (1) 人

(2) ｍ
３

(3) ｍ
３

(4)

　 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

支　　　　　出

第１款　　 千円

第１項 千円

第２項 千円

第４項 千円1,000

営 業 収 益

営業外収益

902,191

829,350

予 備 費

608,356

71,841

営 業 費 用

営業外費用

下水道事業費用

1,000,118

391,762

主要な建設改良事業

一 日 平 均 排 水 量

17,000第3処理分区汚水枝線工事

下水道事業収益

議案第６号

年 間 排 水 量

32,000

2,617,000

7,170

排 水 区 域 内 人 口

－3－



　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額208,300千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額9,653千円、引継金73,289千円、当年度分損益勘定留保資金113,454千

円及び当年度利益剰余金処分額11,904千円で補填するものとする。）。

収　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第３項 千円

第５項 千円

第６項 千円

第９項 千円

支　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第3項 千円

　（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

償 還 の 方 法

普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる政
府資金及び地方公営
企業団体金融機構資
金について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率）

71,000千円

借入先の融資条件によ
る。ただし、企業財政その
他の都合により繰上償還
又は低利に借り換えること
ができる。

限 度 額 起債の方法

資 本 的 支 出

1その他資本的収入

利 率起債の目的

公共下水道事業

国 県 補 助 金 25,300

146,364資 本 的 収 入

71,000企 業 債

他 会 計 補 助 金 13,798

企 業 債 償 還 金

354,664

211,214

建 設 改 良 費 143,450

負担金及び分担金 36,265
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　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、50,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

 (1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の

間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に

流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。

(1) 職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第９条 下水道事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、56,253千

円である。

　（利益剰余金の処分）

第１０条 当年度利益剰余金のうち11,904千円は、次のとおり処分するものと定める。

(1) 減債積立金 千円

令和２年２月１９日提出

富 里 市 長 五十嵐　博　文

56,253

11,904
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収 入

款 予　定　額

１. 下水道事業収益 1,000,118

1. 営 業 収 益 391,762

1. 下 水 道 使 用 料 378,583 下水道使用料 378,583

2. 他 会 計 負 担 金 13,116 雨水に係る一般会計負担金 13,116

4. そ の 他 営 業 収 益 63 指定工事店申請手数料 63

2. 営 業 外 収 益 608,356

2. 他 会 計 補 助 金 42,455 一般会計補助金 42,455

3. 他 会 計 負 担 金 173,993 汚水に係る一般会計負担金 173,993

5. 長 期 前 受 金 戻 入 391,895 長期前受金戻入 391,895

7.
消費税及び地方消費税
還 付 金

2 還付金 2

8. 雑 収 益 11 下水道用地占用料 6

5その他雑収益

令和２年度富里市下水道事業会計予算実施計画　

収　益　的　収　入　及　び　支　出　

（単位：千円）

項 目 備　　　　　　　考
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支 出

款 予　定　額

１. 下水道事業費用 902,191

1. 営 業 費 用 829,350

1. 管 渠 費 67,112 燃料費 76

光熱水費 11,119

通信運搬費 477

委託料 43,814

修繕費 11,573

負担金 53

3. 総 係 費 76,452 給料 20,851

手当 9,850

賞与引当金繰入額 3,306

法定福利費 8,448

旅費 10

被服費 44

備消品費 810

燃料費 210

通信運搬費 33

庁車ガソリン、刈払機燃料

郵便料

電気料等

電話料

汚水ポンプ施設保守点検委託、

公共下水道施設補修工事等

（単位：千円）

下水道管等清掃業務委託等

項 目 備　　　　　　　考

ポンプ場自家発燃料費

下水道台帳作成業務委託、
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委託料 28,617

手数料 866

使用料及び賃借料 1,809

修繕費 187

研修費 28

負担金 427

保険料 174

公課費 16

貸倒引当金繰入額 748

補助金 18

4.
流 域 下 水 道 事 業
維 持 管 理 費 負 担 金

180,437 180,437

5. 減 価 償 却 費 504,338 有形固定資産減価償却費 466,190

無形固定資産減価償却費 38,148

6. 資 産 減 耗 費 1,011 1,011

2. 営 業 外 費 用 71,841

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

40,290 企業債利息 40,290

2. 消費税及び地方消費税 31,500 消費税及び地方消費税 31,500

3. 雑 支 出 51 その他雑支出 51

4. 予 備 費 1,000 　

1. 予 備 費 1,000 予備費 1,000

下水道事業経営戦略策定業務委託

下水道賠償責任保険等

自動車重量税

固定資産除却費

負担金

下水道使用料ｺﾝﾋﾞﾆ収納手数料等

公営企業会計システム使用料

庁車車検等

職員研修

下水道協会会費等

下水道使用料徴収業務委託、
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収 入

款 予　定　額

1. 資 本 的 収 入 146,364

1. 企 業 債 71,000 　

1. 建 設 改 良 債 71,000 公共下水道事業債 71,000

3. 他会計補助金 13,798

1. 他 会 計 補 助 金 13,798 一般会計補助金 13,798

5. 国 県 補 助 金 25,300

1. 国 庫 補 助 金 25,300 国庫補助金 25,300

6.
負 担 金 及 び
分 担 金

36,265

1. 受 益 者 負 担 金 1,070 受益者負担金 1,070

2. 受 益 者 分 担 金 10 受益者分担金 10

3. 工 事 負 担 金 14,274 工事負担金 14,274

4. 他 会 計 負 担 金 20,911 20,911

9.
そ の 他
資 本 的 収 入

1 　

1. そ の 他 資 本 的 収 入 1 その他資本的収入 1

（単位：千円）

東立沢地区管渠更新補修工事等負担金

資　本　的　収　入　及　び　支　出　

項 目 備　　　　　　　考

一般会計負担金
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支 出

款 予　定　額

1. 資 本 的 支 出 354,664

1. 建 設 改 良 費 143,450

1. 管 渠 建 設 改 良 費 143,139 給料 6,898

手当 3,193

賞与引当金繰入額 951

法定福利費 2,756

旅費 5

被服費 18

委託料 39,705

使用料及び賃借料 1,509

工事請負費 88,093

雑費 11

2. 流域下水道建設負担金 311 流域下水道建設負担金 311

3. 企業債償還金 211,214 　

1. 建 設 改 良 債 償 還 金 211,214 企業債償還金 211,214

（単位：千円）

項 目 備　　　　　　　考

負担金システム，土木積算システム

東立沢地区管渠更新補修工事等

第2処理分区汚水枝線管路測量設計委託等

第3処理分区汚水枝線路面復旧工事、

第3処理分区汚水枝線工事委託、
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 73,613

減価償却費 504,338

長期前受金戻入 △ 391,895

貸倒引当金の増減額（△は減少） 748

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,257

支払利息 40,290

固定資産除却損 1,011

未収金の増減額（△は減少） △ 11,359

未払金の増減額（△は減少） 8,010

その他流動資産の増減額（△は減少） △ 20,859

その他流動負債の増減額（△は減少） 34,416

小計 242,570

利息の支払額 △ 40,290

業務活動によるキャッシュ・フロー計 202,280

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 131,382

無形固定資産の取得による支出 0

国県補助金による収入 25,300

工事負担金等による収入 0

受益者負担金・分担金による収入 36,266

負担金による支出 △ 311

投資活動によるキャッシュ・フロー計 △ 70,127

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入 71,000

建設改良企業債の償還による支出 △ 211,214

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 13,798

財務活動によるキャッシュ・フロー計 △ 126,416

Ⅳ資金増加（減少）額 5,737

Ⅴ資金期首残高 64,633

Ⅵ資金期末残高 70,370

富里市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和２年４月１日から令和３年３月31日まで)
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１．総　　括 （単位：千円）

特別職 一般職 報酬 給料 賃金 手当 計

0 5 － 20,851 － 9,370 30,221 8,448 38,669

0 2 － 6,898 － 3,193 10,091 2,756 12,847

0 7 － 27,749 － 12,563 40,312 11,204 51,516

0 5 － 20,585 － 9,057 29,642 8,646 38,288

0 2 － 7,266 － 3,283 10,549 3,257 13,806

0 7 － 27,851 － 12,340 40,191 11,903 52,094

0 0 － 266 － 313 579 △ 198 381

0 0 － △ 368 － △ 90 △ 458 △ 501 △ 959

0 0 － △ 102 － 223 121 △ 699 △ 578

（単位：千円）

区　　分
管理職
手当

扶養
手当

地域
手当

通勤手当
管理職員
特別勤務

手当

時間外
手当

期末勤勉
手当

住居
手当

宿日直
手当

合　　計

本 年 度 350 714 0 167 0 326 10,730 276 0 12,563

前 年 度 700 234 0 388 0 196 10,534 288 0 12,340

比　   較 △ 350 480 0 △ 221 0 130 196 △ 12 0 223

※職員手当の科目に、上記のほか児童手当がある。

２．給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）
区
分

増減額

356

△ 458

125

98

給　与　費　明　細　書

増減事由別内訳

比

較

法　定
福利費

区　　　　分

本

年

度

前

年

度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

手

当

の

内

訳

損益勘定支弁職員

合　　計

合    計

給　　与　　 費

備考説　　　　明

職　　員　　数　（人）

資本勘定支弁職員

合    計

合    計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

昇給に伴う増加分

その他の増減分

年間　4.45月分→4.50月分
市内居住　月28,000円上限
市外居住　月23,000円上限

△ 102
給
料

その他の増減分

手
当

223

制度改正に伴う増減分

昇給率　1.39％

職員の異動等に係る増減額　△458千円

期末勤勉手当　113千円
住居手当　　　　　12千円

管理職手当　△350千円
扶養手当　　　　480千円
通勤手当　　　△221千円
時間外手当　　　130千円
期末勤勉手当　　83千円
住居手当　　　　△24千円
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３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（２）初任給

（３）級別職員数

令和２年１月１日現在

100.0（100.0）

3級

4級

5級

6級

3級 （1） （50.0）

83.2

計 7（2） 100.0（100.0）

※（　　）内は短時間勤務職員の数を外書き

平成３1年１月１日現在

1級 （1） （50.0）

2級

28.6

7級 1 14.3

8級

4級 3 42.8

5級 1 14.3

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

7級

（1） （100.0）

5

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

区　　分
級 職員数（人） 構成比（％）

一　　　般　　　職

1級

2級

令和２年１月１日現在

平成３1年１月１日現在

373,517

44歳9月

383,502

353,050

412,227

52歳0月

区　　分

高　校　卒

大　学　卒

一　般　職　（円）

150,600

182,200

一般会計の制度

一　般　行　政　職　（円） 消　防　職　（円）

150,600

182,200

150,600

182,200

1 16.7

6級 2

区　　　　分 一　　　般　　　職

6（1）

8級

計
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（級別の標準的な職務内容）

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

主事 主事 副主査 主査補 主査 主幹 参事 部長

技師 技師 主任主事 室長 課長補佐 課長

主事補 主任技師 副主幹 主幹

技師補 室長

（４）昇給

1号給
（人）
2号給
（人）
3号給
（人）
4号給
（人）
5号給
（人）

1号給
（人）
2号給
（人）
3号給
（人）
4号給
（人）
5号給
（人）

（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

（円）

（６）期末手当・勤勉手当

1

4

83.3

77

本
年
度

職員数（A）　（人）

昇給に係る職員数（B）　（人）

号給数内訳

比率（B）/（A）　（％）

6

85.7

6

5

1

4

6

区　　分

区　　分
支給期別支給率

支給率計（月分）
職制上の段階、

職務の級等による
加算措置６月（月分） １２月（月分）

　区　　　分 一　　般　　職

区　　　分 合　　　計 一　　般　　職

前
年
度

職員数（A）　（人）

昇給に係る職員数（B）　（人）

(1.175)
2.250

(2.35)
4.50

有

前　年　度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

有

本　年　度
(1.175)
2.250

(1.175)
2.250

(2.35)
4.50

有

※支給期別支給率及び支給率計の（　　）内は、再任用職員に係る支給率である。

備考

一般会計の制度
(1.175)
2.250

代表的な特殊勤務手当の名称

一般職

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率
（令和２年１月１日現在）

支給対象職員１人当たり平均支給月額

－

－

－

－

6

85.7

6

5

号給数内訳

比率（B）/（A）　（％） 83.3

6
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（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

備考

（８）その他の手当

通 勤 手 当

同

同

支給率等 47.709 47.70924.586875

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875

その他
加算措置等

定年前早期退
職特例措置
（2％～45％加

算）

定年前早期退
職特例措置
（2％～45％加

算）

同

差 異 の 内 容一般会計の制度との異同

33.27075

33.27075 47.709 47.709

区　　分

扶 養 手 当

住 居 手 当

区　分
２０年勤続
の者（月分）

２５年勤続
の者（月分）

３５年勤続
の者（月分）

最高限度（月分）
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(単位：千円)

左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額
使用料
収入等

電気料 7,176 令和元年度 0 令和２年度 7,176 7,176

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

債務負担行為に関する調書

事 　項 限度額
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(単位:千円)

1
(1) 339,942

(2) 7,688

(3) 0

(4) 150 347,780

2

(1) 71,078

(2) 0

(3) 67,207

(4) 156,375

(5) 502,297

(6) 5,410 802,367

Δ454,587

3

(1) 0

(2) 62,325

(3) 167,075

(4) 394,830

(5) 0

(6) 737 624,967

4

(1) 48,403

(2) 17,803

(3) 48 66,254 558,713

104,126

5

(1) 0

(2) 0

(3) 0 0

6

(1) 0

(2) 0

(3) 0

(4) 0

(5) 5,328 5,328 Δ5,328

98,798

0

その他未処分利益剰余金変動額 0
98,798

流域下水道事業維持管理負担金

受 託 工 事 収 益

令和元年度  富里市下水道事業予定損益計算書

(平成31年４月１日から令和2年３月31日まで)

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

受 託 事 業 費

総 係 費

減 損 損 失

災 害 に よ る 損 失

営 業 外 費 用

雑 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

資 本 費 繰 入 収 益

雑 収 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益 （ 当 年 度 純 損 失 ）

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 23,324

　　ロ　建物 7,622

　　　　減価償却累計額 △ 494 7,128

　　ハ　構築物 18,746,649

　　　　減価償却累計額 △ 450,013 18,296,636

　　ニ　機械及び装置 122,609

　　　　減価償却累計額 △ 13,642 108,967

　　ホ　車両運搬具 132

　　　　減価償却累計額 0 132

　　ヘ　工具、器具及び備品 6

　　　　減価償却累計額 0 6

　　ト　建設仮勘定 86,652

　有形固定資産合計 18,522,845

（２）無形固定資産

　　　　施設利用権 750,671

　無形固定資産合計 750,671

（３）投資その他の資産

　　　　出資金 1,000

　投資その他の資産合計 1,000

　固定資産合計 19,274,516

２．流動資産

（１）現金預金 64,633

（２）未収金 62,691

　　　　貸倒引当金 △ 2,183 60,508

（３）その他流動資産 15,240

　流動資産合計 140,381

　資産合計 19,414,897

令和元年度　富里市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和２年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,849,315

　企業債合計 1,849,315

　固定負債合計 1,849,315

４．流動負債

（１）企業債

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債 211,214

　企業債合計 211,214

（２）未払金 51,852

（３）引当金

　　　　賞与引当金 4,180

　引当金合計 4,180

（４）その他流動負債 27,195

　流動負債合計 294,441

５．繰延収益

（１）長期前受金 20,515,733

　　　　収益化累計額 △ 5,061,016

　繰延収益合計 15,454,717

　負債合計 17,598,473

６．資本金 1,700,760

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額 7,367

　　ロ　一般会計補助金 1,159

　　ハ　国庫補助金 6,394

　　ニ　県補助金 11

　　ホ　負担金等 1,935

　資本剰余金合計 16,866

（２）利益剰余金

　　　　当年度未処分利益剰余金 98,798

　利益剰余金合計 98,798

　剰余金合計 115,664

　資本合計 1,816,424

　負債資本合計 19,414,897

負債の部

資本の部
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 23,324

　　ロ　建物 7,622

　　　　減価償却累計額 △ 988 6,634

　　ハ　構築物 18,746,244

　　　　減価償却累計額 △ 901,125 17,845,119

　　ニ　機械及び装置 122,003

　　　　減価償却累計額 △ 28,226 93,777

　　ホ　車両運搬具 132

　　　　減価償却累計額 0 132

　　ヘ　工具、器具及び備品 6

　　　　減価償却累計額 0 6

　　ト　建設仮勘定 218,034

　有形固定資産合計 18,187,026

（２）無形固定資産

　　　　施設利用権 712,522

　無形固定資産合計 712,522

（３）投資その他の資産

　　　　出資金 1,000

　投資その他の資産合計 1,000

　固定資産合計 18,900,548

２．流動資産

（１）現金預金 70,370

（２）未収金 87,848

　　　　貸倒引当金 △ 2,931 84,917

（３）その他流動資産 36,099

　流動資産合計 191,386

　資産合計 19,091,934

令和２年度　富里市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,721,494

　企業債合計 1,721,494

　固定負債合計 1,721,494

４．流動負債

（１）企業債

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債 198,821

　企業債合計 198,821

（２）未払金 59,861

（３）引当金

　　　　賞与引当金 8,437

　引当金合計 8,437

（４）その他流動負債 61,611

　流動負債合計 328,730

５．繰延収益

（１）長期前受金 20,604,894

　　　　収益化累計額 △ 5,452,911

　繰延収益合計 15,151,983

　負債合計 17,202,207

６．資本金 1,700,760

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額 7,367

　　ロ　一般会計補助金 1,159

　　ハ　国庫補助金 6,394

　　ニ　県補助金 11

　　ホ　負担金等 1,625

　資本剰余金合計 16,556

（２）利益剰余金

　　　　当年度未処分利益剰余金 172,411

　利益剰余金合計 172,411

　剰余金合計 188,967

　資本合計 1,889,727

　負債資本合計 19,091,934

負債の部

資本の部
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注 記 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 平成 31 年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 建物   15～50 年 

               構築物     50 年 

               機械及び装置   10～30 年 

   車両運搬具  4 年 

                工具器具及び備品   5 年 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 施設利用権   45 年 

（３）リース資産 

     ・所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

・職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は 

計上していない。 

  （２）賞与引当金 

・職員の期末手当及び勤務手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当 

事業年度末における支給（支出）額見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上して 

いる。 

（３）貸倒引当金 

・債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい 

る。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連に関する注記 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 20,911 千円である。 

 

 


